
平 成 ２ ５ 年 度

行政監査結果報告書

監査テーマ

「道の第二種普通財産（土地）の管理等について

（行政財産の用途廃止事務を含む）」

平成２６年９月

北海道監査委員



平成２５年度行政監査結果報告書

目 次

第１ 監査の概要 １

１ 監査のテーマ １

２ 監査の目的及び着眼点 １

３ 監査の対象 ２

(1) 対象部局 ２

(2) 対象財産 ２

４ 監査の方法 ２

５ 監査の実施期間 ２

第２ 土地の管理及び処分の取扱 ３

１ 公有財産としての土地について ３

(1) 公有財産の定義 ３

(2) 公有財産の管理等に関する諸規程 ３

２ 道における遊休資産の取扱について ３

(1) 道有未利用地の管理及び有効活用に関する基本方針 ３

(2) 遊休資産売却促進方針 ５

(3) 遊休資産の売却促進に向けた取組 ５

３ 特定課題評価結果について ６

第３ 監査結果【土地の管理状況】 ８

１ 未利用地の状況 ８

(1) 未利用地の規模別等の状況 ８

(2) 未利用地の利活用計画 １０

(3) 行政財産における未利用地の状況 １０

(4) 貸付契約等がなく使用されている土地の状況 １０

２ 貸付の状況 １１

(1) 有償・無償別の状況 １１

(2) 貸付先・用途別の状況 １１

(3) 貸付期間別の状況 １２

３ 第二種普通財産の売却状況 １３

第４ 監査結果【是正・改善事項】 １４

１ 監査結果の概要 １４

２ <着眼点１>土地の現状は、適切に把握されているか １５

(1) 長年にわたり、道との貸付契約等がなく使用されているもの １５

(2) 公有財産台帳の記載事項が誤っているものなど １６

３ <着眼点２>未利用地の処分は、計画的、効率的に行われているか １７

(1) 売却に向けた情報発信が十分でないもの １７



(2) 都市部にありながら様々な問題があり処分が進展していないが安全上や

防犯上の面から建物の解体を含めた検討が必要なもの １８

(3) 多様な売却方法の取組が行われなくなったもの １９

(4) 交渉記録等を確実に整備する必要があるもの １９

４ <着眼点３>土地の貸付において、貸付料の設定や貸付手続は、適切に行わ

れているか ２０

(1) 収益事業を行っている団体の経営状況等を十分に把握しないで無償貸付

を継続しているもの ２０

(2) 公益法人から一般財団法人又は一般社団法人に移行した場合に必要な手

続きを行っていなかったもの ２１

(3) 貸付料の算出方法が誤っているもの ２１

５ <着眼点４>行政財産及び第一種普通財産のうち、用途を喪失し、第二種普

通財産として有効活用できるものはないか ２３

(1) 施設の設置目的等を踏まえパークゴルフ場として所有する土地の有効活

用の検討が必要なもの ２３

(2) 公宅敷地で７割利用されていない部分の有効活用の検討が必要なもの ２４

(3) 都市部にあり処分価値が見込まれる土地において、処分への取組が長期

間進展していないもの ２５

(4) 教職員公宅に対する入居停止の取扱いが明確でないため不経済な支出と

なっているもの ２６

(5) 都市部にある職員駐車場の適切な必要規模を踏まえ、有効活用の検討が

必要なもの ２７

(6) 公有財産の登録処理が適切に行われていないもの ２８

第５ 監査の所見 ２９

（別記） 個別の土地に関する監査結果一覧 ３１



凡 例

○ 本文中の土地の口座数・面積等は、平成25年 3 月31日現在で監査対象部局に対
して実施した実態調査結果及び監査対象部局に対する実地監査による補足を行っ
た上で集計した数値を記載している。

○ 面積・金額・比率（％）等は、表示単位未満を端数処理等しているため、計欄
の面積等とは一致しない場合がある。

○ 口座は、公有財産台帳で設けている財産ごとの区分であり、土地を基準として
設け、土地の定着物及びその上の存する部局等その他に所属する動産及び権利は、
その口座により整理されている。

○ 貸付は、１口座で複数貸付している場合があり、貸付に係る口座数は、延数で
ある。

○ 台帳価格は、公有財産台帳に登録されている価格である。土地の場合は、評価

時（平成23年3月31日）において、推定固定資産税評価方式又は時価倍率方式で算

出された評価額であり、平成23年4月1日以降に登録されたものは、購入価格等と
なっている。

○ 財産の名称は、原則として公有財産台帳の財産名称を使用しているが、わかり
やすくするために一部表記の変更を行っている場合がある。したがって、公有財
産台帳の財産名称と一致しないものがある。

○ 本報告書の利用地、未利用地、貸付の口座数及び面積の合計は、当該各土地の
一部を貸し付けしている場合、重複して算入しているため、公有財産台帳のそれ
ぞれの土地の合計と一致しない。

○ 病院事業会計及び企業局が所有する財産の「事業資産」は行政財産に、「公宅
資産」（病院事業会計財産のみ）及び「事業外財産」は普通財産にそれぞれ算入
している。
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監 査 報 告

第１ 監査の概要

１ 監査のテーマ

平成25年度の行政監査（地方自治法第199条第 2 項）のテーマとして「道の第二種

普通財産（土地）の管理等について（行政財産の用途廃止事務を含む）」を選定し、

実施した。

２ 監査の目的及び着眼点

北海道（以下、「道」という。）が所有する土地は、道民共有の貴重な財産であり、

適正な管理及び処分を行うことが求められている。

道が所有する土地は公有財産として、公用又は公共用に供する行政財産とそれ以

外の普通財産に分類されており、更に普通財産は、職員の公宅の用に供する第一種

普通財産とそれ以外の第二種普通財産に分けられている（図１参照、詳細は後述）。

道は、厳しい財政運営が続く中で、所有する土地を適正かつ効率的、効果的に管

理及び処分し、有効活用を図る必要性が一層増していることから、経済性、効率性、

有効性等の観点から、土地の管理及び処分に係る事務処理が適切に行われている

か、主に、第二種普通財産として所有する土地について、次の事項などに着眼して

監査を実施した。

① 土地の現状は、適切に把握されているか（着眼点 1 ）

② 未利用地の処分は、計画的、効率的に行われているか（着眼点 2 ）

③ 土地の貸付において、貸付料の設定や貸付手続は、適切に行われているか（着

眼点 3 ）

④ 行政財産及び第一種普通財産のうち、用途を喪失し、第二種普通財産として有

効活用できるものはないか(着眼点 4 ）

（図１）公有財産の分類

公有財産

行政財産

普通財産

公用財産

公共用財産

道の事務若しくは事業の用に供し、又は供することと

決定したもの

（庁舎、庁舎敷地、警察施設など）

第一種普通財産

第二種普通財産

道において直接公共の用に供し、又は供することと決

定したもの

（学校、公園、公営住宅など）

公宅用に供し、又は供することと決定したもの

（公宅、公宅用地）

第一種普通財産以外のもの



*1 山林は、水資源のかん養、土砂災害防止、野生動植物の生育・生息の場など、公益的機能を有している

ほか、木材供給の役割（売却）を担っていることから監査対象から除いた。
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３ 監査の対象

(1) 対象部局

総務部、総合政策部、環境生活部、保健福祉部、経済部、農政部、水産林務部、

建設部、出納局、企業局、教育庁、警察本部、各総合振興局・振興局（以下「振

興局等」という。）及び出先機関等

(2) 対象財産

平成24年度末現在において、公有財産台帳に登録されている土地（山林を除く
*1
、

表１参照）を対象とした。

４ 監査の方法

監査は、公有財産を管理する4 0 7部局から提出された平成25年 3 月31日現在で所

有する土地の状況等に関する調書を分析し、このうち1 6 2部局に対して、公有財産

台帳等の関係書類及び現地状況の確認などによる実地監査を行った。

５ 監査の実施期間

平成25年11月から平成26年 7 月まで

行政財産 普通財産 行政財産 普通財産

1,824 704 1,120 1,817 697 1,120

総務部 135 8 127 133 6 127

総合政策部 2 1 1 2 1 1

環境生活部 6 5 1 6 5 1

保健福祉部 41 17 24 36 12 24

経済部 21 13 8 21 13 8

農政部 26 13 13 26 13 13

水産林務部 24 4 20 24 4 20

建設部 2 - 2 2 - 2

出納局 614 15 599 614 15 599

総合振興局・振興局 953 628 325 953 628 325

263 263 - 263 263 -

1,151 342 809 447 329 118

705 321 384 705 321 384

3,943 1,630 2,313 3,232 1,610 1,622計

部局名 口座数 左のうち、実地監査数

監査対象財産

（単位：件）

知事部局

企業局

教育庁

警察本部

(表1) 監査対象財産の部局別口座数
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第２ 土地の管理及び処分の取扱

１ 公有財産としての土地について

(1) 公有財産の定義

普通地方公共団体の所有する財産は、地方自治法（昭和22年法律第67号）上、

公有財産、物品及び債権並びに基金に分けられ、土地は、建物等の不動産などと

ともに公有財産に区分される。

道においては、公有財産について、公用又は公共用に供し、又は供することと

決定したものを「行政財産」、公宅用に供し又は供することと決定したものを「第

一種普通財産」に分類し、第二種普通財産は、行政財産又は第一種普通財産が、

本来の使用目的を失い、用途廃止されたものなどであり、売却等の処分をするこ

とができる。（Ｐ１、図１参照）

(2) 公有財産の管理等に関する諸規程

地方公共団体の財産は、地方財政法（昭和23年法律第109号）により、常に良好

な状態においてこれを管理し、その所有の目的に応じて最も効率的に、これを運

用しなければならないとされている。

また、地方自治法により、財産の取得、管理及び処分については、普通地方公

共団体の長が行うこととされており、道では、公有財産の取得、管理及び処分に

ついては、法令その他、別に定めるもののほか、北海道財務規則（昭和45年北海

道規則第30号。以下「財務規則」という。）に基づき行っている。

財務規則によると、総務部長が公有財産の総括として、公有財産に関する事務

を統一し、その取得、管理及び適正を期するため必要な調整を行うとともに、そ

の現況を把握しておかなければならないとされているほか、知事又はその委任を

受けて公有財産を管理する公有財産管理者は、公有財産台帳等を備え、その所掌

に属する事務について必要な事項を記録しておかなければならないとされている。

公有財産は、道以外の者に貸し付けることも可能であり、そのうち普通財産の

貸付については、原則、有償貸付としているが、他の地方公共団体や公益法人等

が公益事業用などに供するときは、無償又は時価より低い対価で貸し付けること

ができるとされている。なお、貸付に関する事務については、財産の交換、譲与、

無償貸付等に関する条例（昭和39年条例第28号）及び財務規則等に基づき行われ

ている。

２ 道における遊休資産の取扱について

(1) 道有未利用地の管理及び有効活用に関する基本方針

道は、公有財産に係る未利用地・低利用地の現状を把握し、管理の適正化に努

めるとともに、その効率的な運用を図ることを目的として、昭和62年に「道有未

利用地の管理及び有効活用に関する基本方針」を定め、また、この方針を受け「道

有未利用地の管理処分事務処理要領」を作成し、事務を進めている。

本基本方針では、未利用地の管理、有効活用の原則及び有効活用の方法などに

ついて示しており、その概要は図２のとおりとなっている。

また、本事務処理要領では、総務部長は、毎年、道有地を管理している部長等

に対し、次のような状況にある未利用地・低利用地に関する調査を実施している。
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・空地として管理している土地

・建物等が存在していても当該建物が既に使用されていない状態にある土地

・現在使用中の土地であっても、利用効率が著しく低いと認められるもの など

道有未利用地の管理及び有効活用に関する基本方針（ ）の概要（図２） S62.12.1

項 目 概 要

１ 目 的 道有未利用地・低利用地の現状を把握し、管理の適正化に努め、その

効率的な運用を図る。

２ 未利用地の管理 ( ) 未利用地の実態の把握1
( ) 不法占拠、ゴミの投棄等の防止2
( ) 除草、立札等の通常の維持管理3

３ 有効活用の原則 ( ) 規模、立地条件等から道において利用することが適当と認められ1
るものは、優先して活用

( ) ( )の利用が適当でないものは、道が必要とする用地等との交換2 1
渡地としての活用

( ) ( )、( )により処理できないものは、国、市町村等公的機関へ3 1 2
の処分を検討

( ) ( )、( )、( )により処理できないものは、民間活力を活用し4 1 2 3
た処分の検討

４ 有効活用の方法

各部長・教育委員会教育長・警察本部長

① 未利用地・低利用地の状況報告-1

総務部長 ① 未利用地・低利用地一覧表作成-2

② 利用希望の照会

各部長・教育委員会教育長・警察本部長

指 示
総務部長 （利用計画あり） 所属の移し替え

（利用計画 なし）

③用途廃止等の手続き ・総務部長の引継ぎ

④道有財産等有効活用促進委員会(庁内組織)において処理方針決定



*2 ファシリティマネジメントとは、土地・建物・設備といったファシリティを対象に、経営的・総合的な

視点からコストの最小化や効用（生み出す利益・サービス）の最大化を図る経営管理活動をいう。
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(2) 遊休資産売却促進方針

道は、昭和62年に定めた前記基本方針や事務処理要領により、土地の再利用や

処分の事務を進めてきたが、平成18年11月には、経営的な視点の下、最小のコス

トで最大の効果を上げるファシリティマネジメント
*2
の手法を導入し、未利用地及

び低利用地等を遊休資産と位置づけ、当面の取組みとその考え方を示す「遊休資

産売却促進方針」を定めた。

同方針は、道有財産の処分の適正さを担保しつつ、あらゆる手段を講じて、遊

休資産の集中的、緊急的な売却を進めていこうとすることを趣旨としている。

なお、この方針において「遊休資産」とは、未利用地及び低利用地等をいい、

未利用施設及び低利用施設とその敷地も含む。低利用とは、更地の土地や空きス

ペースがある施設などをいう。

(3) 遊休資産の売却促進に向けた取組

道では、前記売却促進方針を踏まえ、道有資産の有効活用に関するフレームを

図３のとおり整理し、また、遊休資産の売却促進に向け、広報・ＰＲの拡充など

図４のとおり具体的な取組を行っていた。

（図3） 道有財産の有効活用フレーム 
　　
            （平成21年3月26日第4回道有財産有効活用懇談会提出資料の概要）

未利用地・低利用地調査＋公有財産調査

毎年3月31日現在調査 5月31日まで報告

公有財産運用協議会（総務部総務課内）

現地調査：一覧表作成 委員会に諮問

道有財産等有効活用促進委員会（各部、教育、道警等）

方針案を上申 決定・施行

未利用地・低利用地の処理方針決定〈総務部長〉

〈遊休資産売却促進方針の骨子〉

◇制度上・実務上のあらゆる問題点、課題等の解消

◇行政改革の進展に伴い増加する、未利用建物付き処分の可能化

◇解体関連経費の一元計上

◇分筆による不要な土地の売却

◇利用効率を向上させる施設の移転・集約の導入

〈道有未利用地・低利用地の処分方針決定〉
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３ 特定課題評価結果について

道では、北海道政策評価条例（平成14年条例第1号）の規定に基づき、「政策に

関するその時々の課題であって、知事が点検、検証等を行う必要があると認めるも

のに関して行う政策評価」を特定課題評価として実施している。

平成25年度においては、特定課題評価のテーマの１つとして、「道有資産の有効

活用の取組み」が選定され、遊休地の売却・貸付等による道有資産の有効活用に関

して、歳入確保の取組みの現状や課題、今後の更なる有効活用の方向性等について

点検、検証等を行うこととされた。そして、当該テーマについての評価は、①道有

資産の情報活用に係る手続き、②道有資産の維持管理に係る手続き及び③道有資産

の処分・活用（売却・貸付等）に係る手続きを対象として行われた。

評価の結果は、評価の対象ごとに、「Ａ」（効果あり、現行の取組を継続）、「Ｂ」

（一部効果あり、現行の取組を見直しの上、早期実施）及び「Ｃ」（効果なし、現

行の取組を抜本的に見直し）の各区分で示されており、意見が付されている。その

概要は次のとおりである。

（図４）　遊休資産の売却に向けた取組

広報・ＰＲの拡充

〈新たな取組〉

〇移動現地説明会の開催

〇メールマガジンの発行

〇市町村広報誌への掲載

〇ホームページのリニューアル

〇売地看板の設置

〇早期の入札告示（検討期間を考慮）

〇住宅情報誌への物件掲載

〇不動産ネット公告の導入検討

〈従来〉

〇北海道ホームページによる物件紹介

〇新聞広告による公示

新しい売却手法の導入

〈従来〉

〇一般競争入札による売却

〇宅地建物取引業者２団体による媒介

〇先着順売却

〈新たな取組〉

〇インターネット入札（ヤフーオーク

ションの公有財産売却）

〇バルク方式一般媒介（４社）

〇一般競争入札（期間入札）導入

〇不動産関係者との意見交換会開催

売却までの事務処理

〈従来〉

〇売却対象地の現地調査、測量委託、

公示（物件概要作成）、入札実施、移

転登記などの職員による実施

〈新たな取組〉

〇道が入札実施までに行う管理業務の

民間への包括的・一体的な業務委託検

討

未利用地の管理業務

〈従来〉

〇管理部局職員による維持・保全管理

業務の実施（建物保全、草刈りなど）

〈新たな取組〉

〇新たな管理・保全対象施設の増加に

対応した枠組みの構築

〇道内ブロックごとの維持管理委託の

導入検討

〈その他〉

〇売却促進に向けた規定改正検討

〇未利用地・低利用地の一般競争入札による貸付の検討
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①道有資産の情報活用に係る手続き 評価区分「Ｂ」

（主な意見）客観的指標に基づく「低利用地」の洗い出しが必要

道有財産等有効活用促進委員会の役割強化など推進体制の見直し

が必要

②道有資産の維持管理に係る手続き 評価区分「Ａ」

（主な意見）効率的な維持管理方法の検討が必要

③道有資産の処分・活用（売却・貸付等）に係る手続き 評価区分「Ｂ」

（主な意見）市場動向等に対応した柔軟な資産売却手続きの検討が必要

上記の評価結果を受けて、道では、「低利用地」について客観的な判断基準に基

づく全庁共通の視点による調査を行い、遊休資産の迅速な処分に向けて必要な事務

手続きの見直し等について検討を行うことや、売却計画を策定し、資産価値の高い

遊休資産の優先的な売却を促進することなどの対応を行うこととしている。



*3 行政財産は、その本来の用途又は目的を妨げない限度においてその使用を許可することができ、普通財

産は、貸付することができる。

また、電柱等の支持物のための土地の使用許可・貸付は、面積単位の使用許可・貸付でないため、集計

から除いた。
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第３ 監査結果【土地の管理状況】

各部局から提出された調書から、平成25年3月31日現在で今回の監査対象となる道

が保有する土地の口座数は、3,943件、総面積177,859,004.81㎡となっている。

また、行政財産及び普通財産別の管理状況の内訳は表2-1、普通財産の内訳は表2-2

のとおりである。

なお、今回の調書では、未利用地とは現に使用していない土地（建物等が存在し

ていても、その建物が使用されていない土地や暫定的（一時的）利用の土地を含む。）

とし、利用効率が著しく低い低利用地は利用地に含めている。
* 3

１ 未利用地の状況

(1) 未利用地の規模別等の状況

未利用地の規模別状況は表 3 のとおりであり、１件当たり100,000㎡以上の大規

模な未利用地があるものは、行政財産と普通財産を合わせて9件、11,032,640.21㎡

で、件数ベースでは、未利用地全体の1.6%であるのに対し、面積では80.1%を占め

ている。

（表3）未利用地の規模別状況

口座数 面積 口座数 面積 口座数 面積
300㎡未満 12 2,138.72 92 13,305.97 104 15,444.69
300㎡以上1,000㎡未満 11 7,183.62 140 87,614.25 151 94,797.87
1,000㎡以上10,000㎡未満 23 69,620.18 229 736,100.21 252 805,720.39
10,000㎡以上100,000㎡未満 6 136,604.09 50 1,680,235.73 56 1,816,839.82
100,000㎡以上 4 8,006,031.94 5 3,026,608.27 9 11,032,640.21

計 56 8,221,578.55 516 5,543,864.43 572 13,765,442.98

（単位：件、㎡）
行政財産 普通財産 計

区分

口座数 面積 口座数 面積 口座数 面積

1,630 154,316,362.82 2,313 23,542,641.99 3,943 177,859,004.81

利用地（低利用地を含む） 1,570 146,075,827.76 1,744 9,756,237.54 3,314 155,832,065.30

未利用地 56 8,221,578.55 516 5,543,864.43 572 13,765,442.98

使用許可・貸付
＊3 203 332,637.45 170 8,727,176.33 373 9,059,813.78

（表2-1）監査対象財産の管理状況 （単位：件、㎡）

区分

口座数

行政財産 普通財産 計

（表2-2）普通財産の内訳

区分 口座数 面積 台帳価格

第一種普通財産 1,777 4,359,990.12 73,352,043,836

第二種普通財産 536 19,182,651.87 29,669,874,118

計 2,313 23,542,641.99 103,021,917,954

  （単位：件、㎡、円）
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未利用地を保有期間別（表 4 ）にみると、件数ベースでは「1年以上5年未満」

が132件と最も多く、「30年以上」の長期であるものが69件となっている。なお、

保有期間「30年以上」のものは全て普通財産であり、そのうち、未利用地面積が

100,000㎡以上の大規模であるものは、苫小牧東部工業基地用地（1,543,755.50㎡）、

旧真駒内種畜場敷地(504,713.48㎡）、美唄住宅団地（304,118.29㎡）の3件と

なっている。

また、未利用地の所在する区域を都市計画法に基づく用途地域別（表 5 ）にみ

ると、件数ベースでは、住居系が203件と最も多く、次いで都市計画区域外（準

都市計画区域）が167件となっており、面積ベースでは、用途地域の指定なしが

8,055,800.83㎡と最も大きな面積を占めている。

（表4）未利用地の保有期間別状況

口座数 面積 口座数 面積 口座数 面積
1年未満 1 109.54 39 183,982.92 40 184,092.46
1年以上5年未満 23 7,053,099.65 109 1,026,822.73 132 8,079,922.38
5年以上10年未満 9 64,072.51 105 744,707.33 114 808,779.84
10年以上20年未満 19 584,323.84 83 148,625.01 102 732,948.85
20年以上30年未満 4 519,973.01 75 581,155.51 79 1,101,128.52
30年以上 - - 69 2,814,047.24 69 2,814,047.24
不明 - - 36 44,523.69 36 44,523.69

計 56 8,221,578.55 516 5,543,864.43 572 13,765,442.98

（単位：件、㎡）
行政財産 普通財産 計

区分

口座数 面積 口座数 面積 口座数 面積
住居系 22 84,043.05 181 1,079,660.86 203 1,163,703.91
商業系 3 9,739.31 27 37,718.16 30 47,457.47
工業系 5 3,404.82 19 1,694,427.90 24 1,697,832.72
用途地域の指定なし 9 7,011,934.90 114 1,043,865.93 123 8,055,800.83
市街化調整区域 4 487,666.44 21 798,723.05 25 1,286,389.49

都市計画区域外（準都市計画
区域）

13 624,790.03 154 889,468.53 167 1,514,258.56

計 56 8,221,578.55 516 5,543,864.43 572 13,765,442.98

区分

（表5）未利用地の都市計画法に基づく用途地域別所在状況 （単位：件、㎡）
行政財産 普通財産 計
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(2) 未利用地の利活用計画

普通財産の未利用地における利活用計画等の有無の状況（表6）をみると、①利

活用計画等有りが222件、3,992,446.41㎡（未利用地全体の72.0%）、②利活用計

画等無しが294件、1,551,418.02㎡（同28.0%）となっている。

(3) 行政財産における未利用地の状況

行政財産となっている土地1,630件、面積154,316,362.82㎡のうち、事業終了に

より不要となった用地、事業用地として取得したが事業化されていないもの、施

設等廃止により未利用地となったものなど、公用又は公共用に供されていない未

利用地は、56件、8,221,578.55㎡（行政財産の面積全体の5.3%）となっている。

（Ｐ８、表２－１参照）そのうち、保有期間20年以上の長期であるものは表 7 の

とおりである。

(4) 貸付契約等がなく使用されている土地の状況

第二種普通財産536件、面積19,182,651.87㎡のうち、道との貸付契約等がなく

使用されている土地は59件、312,097.95㎡（第二種普通財産の面積全体の1.6%）

となっている。（表 8 ）

口座数 面積 口座数 面積 口座数 面積
300㎡未満 35 5,172.77 57 8,133.20 92 13,305.97
300㎡以上1,000㎡未満 73 42,402.10 67 45,212.15 140 87,614.25
1,000㎡以上10,000㎡未満 92 288,451.37 137 447,648.84 229 736,100.21
10,000㎡以上100,000㎡未満 17 629,811.90 33 1,050,423.83 50 1,680,235.73
100,000㎡以上 5 3,026,608.27 - - 5 3,026,608.27

計 222 3,992,446.41 294 1,551,418.02 516 5,543,864.43
未利用地に占める面積割合 72.0 28.0 100.0

（単位：件、㎡、％）

②利活用計画等が
無い土地区分

①利活用計画等が
有る土地

計

（表6）未利用地（普通財産）の利活用計画有無の状況

（単位：件、㎡、％）

区分 口座数 面積 面積割合

300㎡未満 14 1,488.20 0.5
300㎡以上1,000㎡未満 11 7,631.62 2.4
1,000㎡以上10,000㎡未満 21 64,950.74 20.8

10,000㎡以上100,000㎡未満 8 238,027.39 76.3

不明 5 - -
計 59 312,097.95 100.0

※「道との貸付契約等がなく使用」とは、貸付契約がなく使用されているものや、売
却の協議・検討中であるが契約に至っていないのに使用されているものなどをいう。

（表8）道との貸付契約等がなく使用されている土地の状況［規模別］

（表7）未利用地の状況（行政財産）

口座名称 所在市町村 土地面積 未利用となった時期 備考

愛別ダム事業予定地 愛別町 519,139.11 昭和58年12月
交通機動隊　社台分駐所 白老町 498.73 平成 3年 2月 25.9.24用途廃止済

岩見沢警察署朝日駐在所 岩見沢市 136.84 平成元年 1月
旭川東警察署旭正駐在所 旭川市 198.33 平成 4年12月

519,973.01計（4件）

（未利用地保有期間20年以上のもの） （単位：㎡）
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２ 貸付の状況

(1) 有償・無償別の状況

貸付料は、第二種普通財産貸付料算定基準等に基づき算定されるが、「財産の

交換、譲与、無償貸付等に関する条例」に基づき無償としているものもある。第

二種普通財産の貸付に係る有償、無償別の状況は表 9 のとおりであり、全体に占

める無償貸付の割合は34.4%となっている。

(2) 貸付先・用途別の状況

貸付先別でみると、「市町村」が最も多く、60件、次いで「民間企業・個人」

が53件、「公共的団体・公益法人・公社・地方独立行政法人」48件となっている。

（表10）

用途別では、「有償」貸付は、89件中「民間企業事業等用地」は25件、「住宅

用地」が22件となっており、「無償」貸付では、81件中「公共施設等用地」が38

件、次いで、「社会福祉施設等用地」及び「農林水産施設等用地」が共に13件と

なっている。（表11）

口座数 面積 口座数 面積 口座数 面積

国・独立行政法人 4 45,911.17 2 612,896.30 6 658,807.47 7.5

道（企業会計、一般会計、特
別会計）

2 14,901.55 1 12,453.21 3 27,354.76 0.3

市町村 22 17,720.31 38 69,234.66 60 86,954.97 1.0

公共的団体・公益法人・公
社・地方独立行政法人

13 5,283,651.03 35 2,310,505.81 48 7,594,156.84 87.0

民間企業・個人 48 359,866.86 5 35.43 53 359,902.29 4.1

計 89 5,722,050.92 81 3,005,125.41 170 8,727,176.33 100.0

区分

（表10）貸付の状況［貸付先別］

計

（単位：件、㎡、％）

面積割合
有償 無償

区分 口座数 面積割合

有償 89 65.6 60,774,862円
無償 81 34.4
計 170 100.0

平成24年度 年間貸付料

(表9)貸付の状況［有償・無償別］ （単位：件、㎡、％）

面積

5,722,050.92
3,005,125.41
8,727,176.33
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(3) 貸付期間別の状況

貸付期間別の貸付状況（表12）をみると、無償貸付の「 5年以上10年未満」が

27件で最も多く、有償貸付では「 1年以上 5 年未満」、「10年以上20年未満」が共

に20件となっている。

口座数 面積

1年未満 17 12,696.50
1年以上5年未満 20 285,866.68
5年以上10年未満 11 16,248.93
10年以上20年未満 20 61,261.32
20年以上30年未満 6 34,961.06
30年以上 15 5,311,016.43
不明 - -

計 89 5,722,050.92
1年未満 1 1,825.01
1年以上5年未満 13 79,728.07
5年以上10年未満 27 2,084,629.27
10年以上20年未満 19 65,366.96
20年以上30年未満 5 29,328.35
30年以上 11 742,724.50
不明 5 1,523.25

計 81 3,005,125.41
170 8,727,176.33

（表12）貸付の状況［貸付期間別］ （単位：件、㎡）

区分

無償貸付

合計

有償貸付

口座数 面積 口座数 面積 口座数 面積
公共施設等用地 20 30,084.58 38 54,282.51 58 84,367.09 1.0
社会福祉施設等用地 4 17,814.56 13 2,121,189.31 17 2,139,003.87 24.5
民間企業事業等用地 25 331,884.66 - - 25 331,884.66 3.8
農林水産施設等用地 6 5,294,750.74 13 208,780.83 19 5,503,531.57 63.1
住宅用地 22 13,993.41 1 1,498.40 23 15,491.81 0.2
個人用地（水道管埋設用地等） 6 24,095.16 5 35.43 11 24,130.59 0.3
道路用地 2 2,781.08 8 6,402.87 10 9,183.95 0.1
その他 4 6,646.73 3 612,936.06 7 619,582.79 7.1

計 89 5,722,050.92 81 3,005,125.41 170 8,727,176.33 100.0

無償 計
面積割合

（表11）貸付の状況［用途別］ （単位：件、㎡、％）

区分
有償



- 13 -

３ 第二種普通財産の売却状況

第二種普通財産の売却状況については、平成24年度において、88件、総面積

298,625.88㎡、売却総額1,599,840,755円となっている。そのうち、一般競争入札に

より売却したものは、28件（売却分全体の31.8%）、総面積33,070.29㎡（同11.1%）、

売却額1,420,247,922円（同88.8%）となっており、それ以外は、契約相手方が国、

市町村等の場合や入札が不調であったため随意契約となっている。（表13）

件数 売却面積 売却額
国・市町村 19 16,445.75 91,829,833

公共団体・公益法人・公
社・地方独立行政法人

8 11,557.04 89,386,350

民間企業・個人 61 270,623.09 1,418,624,572
88 298,625.88 1,599,840,755

一般競争入札 28 33,070.29 1,420,247,922
随意契約 60 265,555.59 179,592,833

注：売却額には、建物代、工作物代等を含んでいるものがある。

（単位：件、㎡、円）

契約形態
別内訳

区分

売却先別
内訳

合計

（表13）平成24年度の売却状況
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第４ 監査結果【是正・改善事項】

１ 監査結果の概要

監査の結果、是正又は改善を求める事項は、２２部局に対して４３件あった。

○部局別監査結果 (単位：部局、件）

部 局 名 部局数 是正又は改善を求める事項

知事部局 １６ ３６

うち本庁以外 １０ １９

教育庁 ６ ７

うち本庁以外 ５ ５

合 計 ２２ ４３

上記の監査結果について、第１の２で述べた下記４つの着眼点ごとに整理し、次

頁以降にその主な事案について内容を記述する。

なお、監査結果一覧は、Ｐ３１以降のとおりである。

＜着眼点１＞ 土地の現状は、適切に把握されているか

＜着眼点２＞ 未利用地の処分は、計画的、効率的に行われているか

＜着眼点３＞ 土地の貸付において、貸付料の設定や貸付手続は、適切に行われて

いるか

＜着眼点４＞ 行政財産及び第一種普通財産のうち、用途を喪失し、第二種普通財

産として有効活用できるものはないか
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２ 【着眼点１】土地の現状は、適切に把握されているか

(1) 長年にわたり、道との貸付契約等がなく使用されているもの

部局名等 建設部

監査対象財産

財 産 名 琴似発寒川ほか

所 在 地 札幌市

分類・種別 普通財産・第二種普通財産

土 地 面 積 ８５,７６６.８６㎡（台帳価格２,３０２,５７１千円）

是正又は改善を要する事項

本財産は、河川工事終了後、用途廃止され、昭和４９年から平成３年までの間に国から譲

与を受けたものであるが、譲与を受ける前からＡ市により市道や公園が整備され、市民に提

供されている。

地方公共団体が河川敷地を公園や道路など公用又は公共用に使用する場合は、道の河川法

施行条例の規定により、その土地の使用料は免除されるが、当該土地について河川として管

理する必要がなくなり、廃川敷地として国から譲与を受けて、道の第二種普通財産となった

場合は、前記条例の規定が適用されないため使用料は免除されなくなり、原則、売却又は有

償貸付となる。

しかし、本財産については、Ａ市と道は売却等の協議は行っているものの、Ａ市の予算措

置の問題などがあり、協議が整っていないことから、現在まで長年にわたり貸付契約等がな

く使用されている。なお、本財産は、面積８５，７６６㎡、台帳価格２，３０２，５７１千

円であり、これをもとに、仮に年額の貸付料を台帳価格に年率３％を乗じて試算すると、

６９，０７７千円と算定される。

第二種普通財産である廃川敷地等のうち、このように貸付契約等がなく使用されているも

のは、下表のとおり多数あることから、速やかに売却や有償貸付等に向けて検討を行う必要

がある。

○道との貸付契約等がなく使用されている廃川・廃道敷地の状況

〈建設管理部別〉 （H25.3.31現在）

建設管理部 口座数(件) 借受許可等のない面積( ㎡) 台帳価格 (千円)

札幌建設管理部 29 248,686.92 2,622,967

小樽建設管理部 2 8,813.48 34,719

函館建設管理部 3 2,049.68 13,753

室蘭建設管理部 13 41,194.76 41,092

旭川建設管理部 1 507.53 50

留萌建設管理部 2 5,725.48 1,083

網走建設管理部 2 5,040.76 5,084

帯広建設管理部 1 76.94 2,162

合 計 53 312,095.55 2,720,913

※「道との貸付契約等がなく使用」とは、貸付契約がなく使用されているものや、売却の

協議・検討中であるが契約に至っていないのに使用されているものなどをいう。
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監査対象財産の状況

○琴似発寒川（斜線部分：貸付契約等がなく使用されている）

上記の廃川・廃道敷地のほか、同様に、長年にわたり、道との貸付契約等がなく使用

されているものが２部局、計４件見受けられた。

(2) 公有財産台帳の記載事項が誤っているものなど

部局名等 総務部ほか、計１５部局

監査対象財産

財 産 名 旧教育庁北33条公宅ほか

所 在 地 札幌市東区北３３条東１４丁目４８３番１ほか

分類・種別 普通財産・第二種普通財産

土 地 面 積 ２１９．９９㎡（台帳価格１６,９７３千円）ほか１８件

是正又は改善を要する事項

公有財産台帳は、道の土地や建物などの財産について、個別的把握を行うための基礎とな

る帳簿であって、その財産の取得、管理運用、維持保全及び処分について記録されるもので

あることから、正確な記載を行う必要がある。

公有財産台帳を確認したところ、電算入力の誤りなどにより公有財産台帳の数量とその明

細書の数量が異なるものや、公簿面積や実測面積の記入や修正が行われていない事例が多数

確認されたことから、１５部局は速やかに記載事項の誤りなどを是正し、また、総務部は、

道の各部局に対して公有財産台帳の記録事項について、正確な記載となるよう指導する必要

がある。

公 園

琴似発寒川
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３ 【着眼点 2 】未利用地の処分は、計画的、効率的に行われているか

(1) 売却に向けた情報発信が十分でないもの

部局名等 総務部

監査対象財産

財 産 名 旧酪農検定検査事務所帯広支所

所 在 地 帯広市東５条南１２丁目２番３

帯広市東５条南１２丁目４番３

分類・種別 普通財産・第二種普通財産

土 地 面 積 ５３６．２８㎡（台帳価格２０，０２２千円）

建 物 コンクリートブロック造平屋建て１棟 １２６．８０㎡

是正又は改善を要する事項

本財産の立地状況等を調査したところ、当該土地は、周辺に学校、病院、商業施設があり、

ＪＲ帯広駅まで１．５㎞程度と利便性が高く、売却可能な物件であることが確認された。し

かし、本財産は、道のホームページの「未利用・低利用地リスト」に掲載されているが、そ

の内容は所在地・総合振興局等名、所在地番、面積及び建物の有無にとどまっているほか、

現地を確認したところ、当該土地が道の財産であり売却を予定している物件であることがわ

かる標示等もなかったことから、総務部の売却に向けた情報発信は十分に行われているとは

認められない。

総務部は、未利用地の民間への処分について、積極的な情報発信の仕方を検討するととも

に、売却物件の立地状況等について、地域の宅地建物取引業者から情報収集するなどして、

積極的な処分を検討する必要がある。

監査対象財産の状況

①からの外観 ②からの外観

対 象 地

←

↓

②

①
中 学 校

小 学 校
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(2) 都市部にありながら様々な問題があり処分が進展していないが安全上や防犯上の面

から建物の解体を含めた検討が必要なもの

部局名等 総務部

監査対象財産

財 産 名 旧自治政策研修センター

所 在 地 江別市文京台７００番地外５筆

分類・種別 普通財産・第二種普通財産

土 地 面 積 ８１，１４５．０３㎡（台帳価格５１８,８５０千円）

建 物 管理棟、講堂棟、宿舎棟（S４３年築）、屋内体育館（S５７年築）

そ の 他 グラウンド、テニスコート

是正又は改善を要する事項

本財産は、未利用地として民間への処分方針が決定しているものの、市街化調整区域とな

っており、利用範囲が限られるなどの課題がある。このため、関係機関に対して、市街化区

域への編入協議等を行ってきているが、当該市における人口減少などによりその実現が困難

な状況にある。

一方で、建物の老朽化が進んでいることから、このままの状態で管理し続けることは、安

全上や防犯上の面から適切ではない。

総務部は、こうした状況を踏まえ、当該財産について、建物の解体などを含めた当面の対

応方針を検討する必要がある。

土 地 実 測 図

旧自治研修センター 外観 職 員 駐 車 場

セ
ン
タ
ー
内

２
〜
３
階
段
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(3) 多様な売却方法の取組が行われなくなったもの

部局名等 総務部

遊休資産売却に関わる取組状況

(a) インターネット入札

・ 平成19年度 １件：由仁町 売却額 3,331,500円

・ 平成20年度 ２件：長万部町、芦別市 売却額 4,587,300円

(b) 入札不調物件について業界を通じた売却（宅地建物取引業者媒介実績）

・ 平成21年度 ２件：札幌市内 売却額 303,862,410円）

是正又は改善を要する事項

平成１８年に定められた遊休資産売却促進方針により、多様な入札方式などを導入して効

果的な資産売却に取り組むこととされ、方針が策定された直後においてはインターネット入

札や入札不調物件について宅地建物取引業者を通じた売却を行っていたが、平成２１年度以

降は、適当な物件がなかったなどとして、これらの取組が十分に行われていなかった。

総務部は、社会経済環境に左右されやすい不動産の取引動向なども見ながら、資産の売却

に向けて、様々な効果的な手段を用いながら、継続的に取り組む必要がある。

(4) 交渉記録等を確実に整備する必要があるもの

部局名等 空知総合振興局

監査対象財産

財 産 名 琴似発寒川ほか

所 在 地 札幌市

分類・種別 普通財産・第二種普通財産

是正又は改善を要する事項

第二種普通財産である廃道、廃川敷地について、個別の財産ごとに売却等の処理方針が定

められているものの、平成元年以前のものについては、個別の財産ごとの交渉記録や処理経

過等の記録がないものが多数あることから、売却等の取組などが把握できるよう、確実に整

備する必要がある。
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４ 【着眼点 3 】土地の貸付において、貸付料の設定や貸付手続は、適切に行われているか

(1) 収益事業を行っている団体の経営状況等を十分に把握しないで無償貸付を継続して

いるもの

部局名等 保健福祉部

監査対象財産

財 産 名 北海道難病センター

所 在 地 札幌市中央区南４条西１０丁目

分類・種別 普通財産・第二種普通財産

土 地 面 積 １，２１４．７４㎡（台帳価格２５３,７５４千円）

建 物 １，４９９．１４㎡

是正又は改善を要する事項

道は、昭和５６年に難病患者福祉向上を目的として道有地に北海道難病センター（以下「セ

ンター」という。）を建設し、翌５７年、難病対策を推進するため、一般財団法人Ｂ（平成２

５年度以前は財団法人Ｂ）の設立を支援し、以来、Ｂに対して、土地、建物及び工作物を無

償で貸し付けるとともに、団体の経営に対する補助金、センターの運営に係る補助金や相談
事業に対する委託料を交付して指導、助言を行っている。

普通財産の貸付について、地方自治法の規定により原則、時価による有償貸付となってい

るが、地方公共団体や公益法人等が公共用や公益事業などの用途に用いる場合は、道は、条

例により無償又は時価より低い対価で貸し付けることができるとされている。このことから、

道は、Ｂが公益法人であり難病の原因の早期発見、予防法・治療法の早期確立などの公益事

業に利用すること、また、団体の経営が厳しいことなどを理由として、当該土地及び建物を

貸し付けた場合に生じる貸付料年額５６，３７０，２７４円相当を無償として貸付の契約を

している。
この契約については、３年ごとに見直し、契約を更新しているが、Ｂの収入は、宿泊室や

会議室の利用料、福祉機器の販売やレンタルなどの収益事業による自主財源があるものの、

大部分を道など地方自治体等からの補助金等に依存し、その経営状況は厳しいという理由に

より現在も無償貸付を継続している。

Ｂは、本財産を活用して宿泊室や会議室の運営を行い、その利用者から利用料を徴し、道

からの補助金と合わせてセンター運営に係る財源としているが、利用料については、これま

でも検討は行っているものの、平成元年から現在までの長期間にわたり、消費税等が２度改

正されるなど公的経費や光熱経費が増加する中、料金改定を行っていない。
これらのことから、道は団体に対して、適切な受益者負担を踏まえた利用料の改定など必

要な見直しについて助言、指導を行いながら団体の経営状況などを十分に把握して、本財産

の無償貸付のあり方について、検討する必要がある。

監査対象財産の状況

建 物 外 観 会 議 室
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(2) 公益法人から一般財団法人又は一般社団法人に移行した場合に必要な手続きを行って

いなかったもの

部局名等 保健福祉部

監査対象財産

財 産 名 北海道難病センター

所 在 地 札幌市中央区南４条西１０丁目

分類・種別 普通財産・第二種普通財産

土 地 面 積 １，２１４．７４㎡（台帳価格２５３,７５４千円）

建 物 １，４９９．１４㎡

是正又は改善を要する事項

条例の規定により公益法人であることを理由に、道が所有する土地・建物の無償貸付を受

けていた社団法人や財団法人については、平成２０年１２月に施行された、いわゆる公益法

人制度改革３法により一般財団法人や一般社団法人となった場合、道は、無償貸付を継続す

る場合は、「公益性について確認する」事務手続きが必要となる。

道から土地等の無償貸付を受けていたＢは、平成２６年４月に財団法人から一般財団法人

に移行したため、無償貸付を継続する場合、道は、Ｂの公益性について確認することが必要

であるが、これを行っていなかった。また、Ｂは、借り受けた建物の一部について、Ｂ以外

の３団体に道の承認を得て無償で貸し付けているが、そのうち１団体は、平成２６年４月か

ら社団法人から一般社団法人に移行しており、前記と同様に、道はこの団体の公益性につい

て確認することが必要であるが、これを行っていなかった。

(3) 貸付料の算出方法が誤っているもの

ア 社会福祉養護施設用地

部局名等 保健福祉部

監査対象財産

財 産 名 社会福祉養護施設用地

所 在 地 札幌市中央区界川１丁目４９５番１

分類・種別 普通財産・第二種普通財産

土 地 面 積 ９，２４３．０５㎡のうち７２．８４㎡

是正又は改善を要する事項

第二種普通財産の貸付において、貸付料算定に当たり、第二種普通財産貸付料算定基準よ

り１００分の５の営利用料率を用いるべきところ、１００分の３の非営利用料率を用いたた

め、年間の貸付料が１件、５６，５２４円過少となっているものがあった。

・貸付相手 Ｃ株式会社
・前年度の相続税課税標準価格 2,826,192円
・適用料率（正・営利用） 5/100
・適用料率（誤・非営利用） 3/100
・加算料金 43,511円

・貸付料（正） 2,826,192円×5/100+43,511＝184,820円 … ①
・貸付料（誤） 2,826,192円×3/100+43,511＝128,296円 … ②
・過少な貸付料 ①－②＝ 56,524円
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イ 旧渡島保健福祉事務所保健福祉部１号公宅

部局名等 渡島総合振興局

監査対象財産

財 産 名 旧渡島保健福祉事務所保健福祉部１号公宅

所 在 地 函館市元町３１－２２

分類・種別 普通財産・第二種普通財産

土 地 面 積 ３７６．０６㎡ （台帳価格１９,２２５千円）のうち貸付面積１６１．０６㎡

是正又は改善を要する事項

第二種普通財産の貸付において、路線価方式による価額算定に当たり、本来必要としない

奥行価格補正と奥行長大補正を行ったため、年間の貸付料が１件、１０，３８９円が過少と

なっているものがあった。

・本財産面積 376.06㎡

・上記のうち貸付面積 161.06㎡

・貸付料(正) 43,000円×161.06×5％ ＝346,279円 … ①

・貸付料(誤) 43,000円×0.99×0.98×161.06×5％＝335,890円 … ②

・過少な貸付料 ①－②＝ 10,389円

※ 本財産全体は、間口12.727ｍ、奥行き27.849ｍであるが、そのうち貸付している

部分は、間口9.427ｍ、奥行き17.085ｍであるため奥行価格補正 (0.99)と奥行長

大補正(0.98)の必要はない。

普通住宅の調整基準

・奥行価格補正とは、奥行きの深さに応じて路線価を補正することで、

奥行距離が10～24ｍの範囲では必要ない。

・奥行長大補正とは、間口のわりに奥行きが長いものについて路線価

を補正することで、奥行距離÷間口距離が2未満の場合は必要ない。
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５ 【着眼点 4 】行政財産及び第一種普通財産のうち、用途を喪失し、第二種普通財産とし

て有効活用できるものはないか

(1) 施設の設置目的等を踏まえパークゴルフ場として所有する土地の有効活用の検討が

必要なもの

部局名等 経済部

監査対象財産

財 産 名 北見高等技術専門学院

所 在 地 北見市末広町３５６番地１

分類・種別 行政財産・公用財産

土 地 面 積 ６５，７１６．７１㎡（台帳価格１,０４２,２８２千円）のうち緑地（パークゴルフ場）

約１３，６００㎡

建 物 管理棟、実習棟、体育館、付属建物等

延 床 面 積 １０，０２３．７６㎡

是正又は改善を要する事項

本財産のうちパークゴルフ場は、学生の体育施設の一つとして整備されているが、学生の

体育授業は、このほか、野球グラウンド、ソフトボール場、体育館の中から学生自ら自由に

選択することができるとされており、また、他の高等技術専門学院には、パークゴルフ場は

ないことから、仮にパークゴルフ場が廃止されたとしても、学生の体育授業に大きな支障は

生じないものと考えられる。

このことから、１３，６００㎡の広大なパークゴルフ場を草刈りなどの維持管理費をかけ

てまで整備し利用することは、職業訓練を受ける機会の確保などの高等技術専門学院の設置

目的や行政財産の有効活用の面から見て、適切とは認められない。

一方で、本財産の近隣地における不動産の動向について調査したところ、ドラッグストア

ーなどの店舗用地として需要が見込まれることが確認された。

経済部は、本財産のパークゴルフ場として活用している土地について、売却や定期借地権

を利用した有償貸付等も視野に入れた有効活用について、学院の設置目的や利用効率などを

踏まえ、検討する必要がある。

監査対象財産の状況

パークゴルフ場

体育館

ソフトボール場

野球グラウンド

パークゴルフ場
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(2) 公宅敷地で７割利用されていない部分の有効活用の検討が必要なもの

部局名等 胆振教育局

監査対象財産

財 産 名 白鳥台職員公宅Ｂ

所 在 地 室蘭市白鳥台１丁目４１－１

分類・種別 普通財産・第一種普通財産

土 地 面 積 ２，２５０．６５㎡ （台帳価格３０,６２０千円）

是正又は改善を要する事項

本財産は、昭和５８年に職員公宅用地として取得し、翌年１棟４戸の公宅が建設されたも

のであるが、公宅に使用している敷地は全体面積２，２５０．６５㎡のうち約３割であり、

残り７割に当たる約１，５５０㎡（約４７０坪）は、取得時から利用されていないにもかか

わらず、当該土地の形状から通路が確保できないため未利用地部分の売却はできないものと

判断して、未利用地・低利用地の報告は行われていなかった。

しかし、実際には、未利用地部分への通路確保は可能であり、当該土地の形状等を踏まえ

たとしても、周辺は、住宅地となっているため、十分に需要の可能性もあることから、胆振

教育局は未利用部分の敷地について、分筆による処分を検討する必要がある。

監査対象財産の状況

約１１３ｍ

白鳥台職員公宅Ｂ
未利用部分約２０ｍ

約３５ｍ

白鳥台職員公宅Ｂ
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(3) 都市部にあり処分価値が見込まれる土地において、処分への取組が長期間進展して

いないもの

部局名等 総務部、農政部

監査対象財産

財 産 名 北海道庁西１８丁目別館

所 在 地 札幌市中央区北３条西１８丁目２番地２、札幌市中央区北３条西１９丁目２番地３

札幌市中央区北４条西１９丁目１番地２８

分類・種別 行政財産・公用財産

土 地 面 積 ４，９３５．４７㎡（台帳価格３９０,１５４千円）

建 物 地下１階、地上４階、延床面積３，５５９㎡

沿 革 昭和３８年地方職員共済組合により新築

昭和６３年９月道が取得（同年８月「北海道庁共済会館」閉館による）

是正又は改善を要する事項

本財産は、総務部が平成１８年度に民間への処分方針を決定して以来、逐次入居団体等の

移転を行ってきたが、現在、唯一入居している農政部競馬事業室は、所管する北海道競馬の

厳しい経営状況などの課題から移転が困難となっており、本財産の処分については、平成

２２年度以降は進展していない状況にある。
農政部は、本財産に設置している競馬開催に係る設備について事務室の移転時に更新する

ことを計画し、既に更新時期を迎えているものの、具体的な移転時期や更新費用及び移転費

用等の捻出方法について、十分な検討は行っていない。

一方、「遊休資産売却促進方針」では、総務部は、関係部との連携により空き庁舎（敷地を

含む）売却による収入増を図るなど全庁横断的な有効活用を進めていくこととされている。

総務部は、農政部に対して、資産の処分による有効活用はもとより、施設の老朽化や耐震

性の問題などから早急の移転を要望しているものの、土地の処分に向けた継続的な地価の動

向や周辺の開発などの情報収集を十分に行っておらず、また、農政部との課題の解決に向け
た移転に係る時期や費用の捻出方法等の協議も十分に行っていない。

なお、本財産の台帳価格は、平成２３年度現在、１㎡当たり約８万円となっているが、近

隣地における不動産の取引動向について調査したところ、平成２６年７月に札幌市中央区北

４条西１８丁目に所在する国有財産の建物付土地が１㎡当たり約２０万円で一般競争入札に

より契約された取引事例（本財産の面積に乗じて換算すると約１０億円）や、交通機関の利

便性等の条件は異なるものの同中央区内では１㎡当たり約６５万円で契約された国有地もあ

るなど、近隣の不動産物件については、マンション用地等として民間の宅地造成業者（デベ

ロッパー）の需要が拡大傾向にあることが確認された。
総務部及び農政部は、北海道競馬の安定的経営や事業実施に不可欠な映像設備の更新の必

要性に配慮しながら、移転にかかる費用負担を含めた売却促進に向けての協議を早急に行い、

本財産の売却が道にとって最大の効果を上げられるよう、速やかに適切な調査を実施し、連

携を密にして売却に向けた取組を積極的に行う必要がある。

監査対象財産の状況

道
庁
西
１
８
丁
目
別
館

外
観

別
館
内

電
算
処
理
セ
ン
タ
ー
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(4) 教職員公宅に対する入居停止の取扱いが明確でないため不経済な支出となっている

もの

部局名等 教育庁

監査対象財産

財 産 名 砂川高等学校文殊公宅

所 在 地 歌志内市字文殊２０１－２

分類・種別 普通財産・第一種普通財産

土 地 面 積 ３，８２７．２５㎡（台帳価格１０,２５５千円）

沿 革 平成１９年４月以降１１戸全てが未入居が続いている。

平成２５年１２月１６日の監査実施後、平成２６年４月に入居停止を決定した。

是正又は改善を要する事項

教職員公宅など、道が所有する固定資産で職員など道以外の者が相当期間継続して使用す

る場合、道は当該固定資産の所在市町村に対し、交付金を交付することとされている。

本財産は、旧歌志内高等学校の教職員公宅であり、歌志内高等学校と砂川高等学校の統廃

合により平成１９年３月末に歌志内高等学校が閉校となったことから、本財産は砂川高等学

校の教職員公宅として引き継がれたが、それ以来入居者がいない状態となっていた。

しかし、公宅の入居停止の取扱いが明確に定められていなかったため、入居停止の手続き

を行わず、７年以上も入居者がいないにもかかわらず当該交付金を交付していた。

当該交付金は、公宅に一定期間入居者がいない場合、入居停止の手続きをすることによっ

て、交付の対象から除外することが可能であることから、教育庁は教職員公宅に対する入居

停止の取扱いを明確にする必要がある。

・上記監査対象財産に係る平成２４年度市町村交付金相当額：年額２３，８００円

監査対象財産の状況

旧歌志内高等学校所在地

砂 川 高 等 学 校 文 殊 公 宅
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(5) 都市部にある職員駐車場の適切な必要規模を踏まえ、有効活用の検討が必要なもの

部局名等 十勝総合振興局

監査対象財産

財 産 名 十勝総合振興局職員駐車場

所 在 地 帯広市東１条南１丁目１－１

帯広市東１条北１丁目９－１

分類・種別 行政財産・公用財産

土 地 面 積 １，３１２㎡ （台帳価格４０,６１５千円）

是正又は改善を要する事項

本財産は、十勝総合振興局庁舎から徒歩で５分程に位置し、これまで、職員駐車場を用途

としながらも、事実上使用していない状況にあるが、道路を挟んで向かい側にある現在使用

中の同局職員駐車場の処分計画により、その代替地として実質的な利用を計画している。ま

た、今日の児童虐待などの諸問題を踏まえると隣接した同局児童相談室による有効活用も想

定される。

一方、同局庁舎敷地内にも職員駐車場があり、また、未利用のテニスコート跡地もあるこ

とから、これらを有効利用することにより、本財産は、すでに処分を計画している駐車場と

併せて処分できる可能性があることが確認された。

十勝総合振興局は、今後における事業利用の可能性や職員駐車場の適切な必要規模などを

関係部署に調査するなどして、本財産の最適な有効活用について、検討する必要がある。

監査対象財産の状況

テニスコート跡地

十勝総合振興局

↓

→

十勝総合振興局職員駐車場

現職員駐車場

テニスコート跡地

対象地(十勝総合振興局職員駐車場)

←

↑
児童相談室←
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(6) 公有財産の登録処理が適切に行われていないもの

部局名等 釧路総合振興局ほか、計４部局

監査対象財産

財 産 名 旧道道釧路鶴居弟子屈線道路敷地ほか

所 在 地 鶴居村ほか

分類・種別 普通財産・第二種普通財産

土 地 面 積 １０，０１５．４１㎡ （財産価格５００，７７０円相当）ほか計５件

是正又は改善を要する事項

河川工事が完成した治水上支障が生じない土地及び道路としての機能を失い道路区域から

除外された土地で、国から道が譲与を受けた廃川・廃道敷地は、第二種普通財産として公有

財産台帳に登録しなければならないが、これを行っていないものが４部局、５件、財産価格

で４,９０９,９００円相当あった。
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第５ 監査の所見

今回の行政監査では、道の公有財産となっている「土地」の実態を明らかにするとともに、

行政財産としての用途がなくなった土地（第二種普通財産）を中心に、その他行政財産や第

一種普通財産の土地（公宅用地）を含め、その管理、売却及び貸付などの事務について、法

令等に従って行われているかといった合規性のほか、３Ｅ（経済性、効率性、有効性）の観

点から監査を実施した。その結果を踏まえて所見を述べる。

第一に、道有地の売却処分等による有効利用に向けた積極的な取組についてである。

今回の監査において、民間への売却処分の方針を決定している土地のうち、近年の近隣地

における不動産の取引動向から、一定の価格以上で処分できる可能性が高い土地があるにも

かかわらず、地価の動向の把握や道全体の有益性を考慮した関係部局との調整が十分でない

ものや、売却に向けた情報収集や情報発信の取組が十分でないものが見られた。

また、行政財産や職員公宅として利用している土地において、その土地の一部が未利用や

低利用となっているものが見受けられた。

このようなことは、遊休資産の売却処分による収入確保など道有地の有効利用に係る積極

的な取組や、処分に向けた情報収集が十分でなかったこと、また、未利用地・低利用地の客

観的な基準が明確でないことなどが原因と考えられることから、全庁共通認識の下、未利用

地・低利用地の積極的な洗い出しを行うとともに、有効利用が見込まれる財産については、

関係部局が連携を図りながら適時適切な対応を行うよう求めたい。

第二に、道有地の管理に関する経済性についてである。

今回の監査において、団体の経営状況などを十分把握しないで無償貸付を継続しているも

のや、長期間にわたり道との貸付契約等がなく使用されている廃川・廃道敷地について、貸

付料を徴していなかったものが見られた。

また、職員公宅において、長期間入居者がいなかったにもかかわらず入居停止の取扱いが

明確に定められておらず、手続きを行わなかったため、長期間にわたり固定資産の所在市町

村に対し、交付金を交付し続けているものがあった。

このようなことは、財産事務に関わる制度の知識が十分でなかったことや前例踏襲により

事務処理を行ったことなどが背景にあり、不用な支出を減らすことや財源を確保するといっ

た経済的視点に立った取組が十分でなかったことが原因と考えられることから、各部局がそ

れぞれ管理する土地について経済的な視点から不断の見直しを行うよう求めたい。

第三に、道有地の管理に関する正確な事務処理についてである。

今回の監査において、公有財産台帳の面積等が電算入力の誤りなどにより不符合が生じて

いるものや第二種普通財産の貸付料の算出方法を誤ったことから貸付料が過少となっている

ものが見られた。

また、施設の廃止に伴い未利用となっている土地について、用途廃止の手続きを行ってい

ないものなど道有地の管理に関する事務処理が適切に行われていないものが多く見受けられ

た。

このようなことは、道において、財産事務を正確に行うことの重要性についての認識が不

足していることが原因と考えられることから、速やかな是正と今後、適切な事務処理を行う

ことを求めたい。
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道においては、厳しい財政状況が続く中、今回監査の対象とした第二種普通財産（土地

５３６口座、台帳価格約２９６億円）を中心に、財政健全化の一環として遊休資産の売却に

取り組んで一定の成果が現れており、硬直化した財政構造の改善に寄与している。また、平

成２５年度には政策評価（特定課題評価）を行い、今後の対応方針などを示している。

しかしながら、収支不足は今後も継続することが見込まれ、また、行政需要も益々増大し

ていくことが想定されることから、これまで以上に遊休資産を含む道有財産の有効利用につ

いての取組が必要となる。

これまで、様々な手法を用いて、遊休資産の集中的な処分が行われてきたが、その手法に

よっては、ニーズが失われたものや、形式的となったものなど実効性に疑問を抱くものも見

受けられた。とりわけ、不動産の取引動向は、社会経済環境により大きく左右されるもので

あり、そうしたトレンド（傾向変動）の把握に努めるとともに、スピード感をもった適時適

切な対応が望まれる。

そのためには、道有財産の有効活用について、部局長をはじめ、財産事務に携わる職員一

人ひとりが経営的視点に一層意を用いることが必要であり、今後、全庁的な合意と共通認識

の下、創意工夫の精神で新たな手法を取り入れながら道にとって最適な道有地の管理、処分

を行うよう強く求めるものである。
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（別記）個別の土地に関する監査結果一覧

監査結果の着眼点別区分 対象部局名等 財産口座名等 内 容 掲 載

ﾍﾟｰｼﾞ

【着眼点１】土地の現状は、適切に把握され

ているか

（１）長年にわたり、道との貸付契約等 建設部 琴似発寒川ほか ＜本文に掲載＞ P15

がなく使用されているもの

保健福祉部 旧札幌肢体不自由児 屋根が越境しているも

総合療育センター の

総務部 旧石狩支庁界川公宅 隣地住民の東屋が越境

敷地 しているもの

総務部 旧避病院敷地 隣地店舗の建築物が越

境しているもの

総務部 南２０西１１公宅 隣地住民の塀が越境し

ているもの

（２）公有財産台帳の記載事項が誤って 総務部 旧教育庁北33条公宅 ＜本文に掲載＞ P16

いるものなど ほか

オホーツク総 道立オホーツク公園 同一財産が二重計上さ

合振興局 れているもの

（網走建設管 新女満別空港 公有財産台帳（１表）

理部） オホーツク流氷公園 と地番別明細書（２表）

の面積が不符号なもの

檜山振興局 北檜山合同庁舎

上川高等学校 上川高等学校校舎

美瑛高等学校 美瑛高等学校錦町

公宅Ａ

総務部 旧教育庁北33条公宅 公有財産台帳（１表）

の数量と公簿面積等が

不符号なもの

水産林務部 網走さけ・ます増殖

施設

オホーツク総 雄武林務署庁舎

合振興局(西

部森林室）

空知総合振興 廃川、廃道用地、

局(札幌建設 石狩湾公共下水道他

管理部)

上川総合振興 愛別ダム事業予定地

局(旭川建設

管理部)

オホーツク総 東部森林室庁舎 公簿面積と付属図面の

合振興局(東 面積が不符号なもの

部森林室)

根室振興局 庁舎他 図面の所在が不明なも

の

檜山北高等学 檜山北高等学校校舎 公有財産台帳（１表）

校 の数量と図面の面積が

不符号なもの



- 32 -

監査結果の着眼点別区分 対象部局名等 財産口座名等 内 容 掲 載

ﾍﾟｰｼﾞ

士別翔雲高等 士別翔雲高等学校 価格改定が行われてい

学校 曙公宅 なかったもの

渡島総合振興 松前町原口診療所 図面が登記簿上と現状

局(保健行政 職員公宅 に大幅な相違があるも

室) の

釧路総合振興 釧路管理区 誤って作成した公有財

局(森林室) 産台帳の抹消を行って

いないもの

保健福祉部 旧優健学園 譲与した財産の登録を

教育庁 旧由仁商業高等学校 行っていないもの

南公宅

【着眼点 2】未利用地の処分は、計画的、効

率的に行われているか

（１）売却に向けた情報発信が十分でな 総務部 旧酪農検定検査事務 ＜本文に掲載＞ P17

いもの 所帯広支所

（２）都市部にありながら様々な問題が 総務部 旧自治政策研修セン ＜本文に掲載＞ P18

あり処分が進展していないが安全 ター

上や防犯上の面から建物の解体を

含めた検討が必要なもの

（３）多様な売却方法の取組が行われな 総務部 ＜本文に掲載＞ P19

くなったもの

（４）交渉記録等を確実に整備する必要 空知総合振興 琴似発寒川ほか ＜本文に掲載＞ P19

があるもの 局(札幌建設

管理部)

【着眼点3】土地の貸付けにおいて、貸付料

の設定や貸付手続は、適切に行

われているか

（１）収益事業を行っている団体の経営 保健福祉部 北海道難病センター ＜本文に掲載＞ P20

状況等を十分に把握しないで無償

貸付を継続しているもの

（２）公益法人から一般財団法人又は一 保健福祉部 北海道難病センター ＜本文に掲載＞ P21

般社団法人に移行した場合に必要

な手続きを行っていなかったもの

（３）貸付料の算出方法が誤っているも

の

ア 社会福祉養護施設用地 保健福祉部 社会福祉養護施設用 ＜本文に掲載＞ P21

地

イ 旧渡島保健福祉事務所保健 渡島総合振興 旧渡島保健福祉事務 ＜本文に掲載＞ P22

福祉部１号公宅 局(保健行政 所保健福祉部１号公

室) 宅

【着眼点 4】行政財産及び第一種普通財産の

うち、用途を喪失し、第二種普

通財産として有効活用できるも

のはないか

（１）施設の設置目的等を踏まえパーク 経済部 北見高等技術専門学 ＜本文に掲載＞ P23

ゴルフ場として所有する土地の有 院

効活用の検討が必要なもの

（２）公宅敷地で７割利用されていない 胆振教育局 白鳥台職員公宅Ｂ ＜本文に掲載＞ P24

部分の有効活用の検討が必要なも

の

（３）都市部にあり処分価値が見込まれ 総務部、農政 北海道庁西１８丁目 ＜本文に掲載＞ P25

る土地において、処分への取組が 部 別館

長期間進展していないもの
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（４）学校職員公宅に対する入居停止の 教育庁 砂川高等学校文殊公 ＜本文に掲載＞ P26

取扱いが明確でないため不経済な 宅

支出となっているもの

（５）都市部にある職員駐車場の適切な 十勝総合振興 十勝総合振興局職員 ＜本文に掲載＞ P27

必要規模を踏まえ、有効活用の検 局 駐車場

討が必要なもの

（６）公有財産の登録処理が適切に行わ 釧路総合振興 旧道道釧路鶴居弟子 ＜本文に掲載＞ P28

れていないもの 局(釧路建設 屈線道路敷地

管理部)

旧道道釧路環状線道

路敷地

後志総合振興 旧二級河川登川河川

局(小樽建設 敷地

管理部)

オホーツク総 旧一級河川生田原河

合振興局(網 川敷地

走建設管理

部)

胆振総合振興 旧貫気別川河川敷

局(室蘭建設

管理部)
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